
雇用対策協定とは

国 と 地 方 公 共 団 体 が 地 域 の 課 題 に 一 丸 と な っ て 対 応

全国ネットワークで職業紹介・雇用保険・雇用対策を一体的に行う 国（労働局・ハローワーク） と、

地域の実情に応じた各種対策を行う 地方公共団体（都道府県・市区町村） が、

それぞれの役割を果たすとともに、一緒になって雇用対策に取り組み、地域の課題に対応するために

雇用対策協定 を締結しています。
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計298団体（47都道府県226市24町１村）が締結
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雇用対策協定を締結することで、自治体の長と労働局長がその地域の課題に対する共通認識を持ち、｢役割分担｣ ｢連携

方法｣ を明確化することや、連携策のパッケージ化による効果的なPDCAの実施や発信力の強化を図ることが可能です。

雇用対策協定により実現できること

1 . こ れ ま で の 連 携 方 法 を 整 理 ・ 見 え る 化 2 .  定 期 的 な 運 営 協 議 会 と P DC A 管 理

3 . 適 切 な 役 割 分 担 に よ る 行 政 資 源 の 効 率 化 4 . 地 域 の 雇 用 対 策 へ の 前 向 き な 姿 勢 の P R

これまで施策ごとに都度連携していたものを整理することで、

国と自治体が地域の課題の総合的な方向性に共通認識を持つこ

とができ、新たな連携の必要性に気付くきっかけにもなります。

サービスの利用者（住民、地元企業）にとって重複していた

施策の整理ができ、国と自治体がそれぞれの役割を担うことで、

効率的かつより効果的な雇用対策を行うことができます。

年度ごとに事業計画を策定し、年１回以上の運営協議会で、そ

れぞれの連携策の目標達成状況を確認し合うことで、実効性を維

持し、更なる住民サービスの改善につなげることができます。

全国ネットワークによる公的な就職支援機関として知られてい

る「ハローワーク」と連携して地域の雇用対策に取り組んでいる

姿勢を、地域住民や誘致企業等に対してPRすることができます。

A課とB安定所

○○面接会

××協議会 連携してるらしい スッキリ！

･若年対策
市：___
国：___
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･･･

効果あり

改善必要

●％改善
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それぞれの強みで
相乗効果を発揮！

市＋国
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